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第２章 貯蔵 

１ 第一種貯蔵所に係る手続き 

 

  容積 1,000 m3（第一種ガス※は 3,000 m3）以上の高圧ガスを貯蔵するときは、あ

らかじめ、知事の許可を受けなければならない。 

  ※第一種ガス：ヘリウム、ネオン、アルゴン、クリプトン、キセノン、ラドン、

窒素、二酸化炭素、フルオロカーボン（可燃性のものを除く）、空気 

 

１．第一種ガス           3,000 m3 

  ２．第一種ガス以外のガス      1,000 m3 

  ３．第一種ガス及びそれ以外のガス    Ｎ m3以上 

                                        Ｎ＝1,000＋（２／３）・Ｍ 

Ｍ：第一種ガスの貯蔵量 

（０＜Ｍ＜3,000 m3） 

例）第一種ガス 450 m3、第一種ガス以外のガス 900 m3を貯蔵する事業所 

事業所の貯蔵能力は、450＋900＝1,350 m3であり、上記式より算定される値 

Ｎ＝1,000＋２／３×450＝1,300 m3より大きいので第一種貯蔵所に該当する。 

 

  高圧ガスの貯蔵所を新たに設置する場合は、設置許可申請書の他、貯蔵の開始ま

で図－２のような手続きが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 貯蔵所設置許可に係る諸手続き 
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（１）第一種貯蔵所設置許可申請（第 16条第１項） 

 

  貯蔵所を設置して 1,000 m3（第一種ガスは 3,000 m3）以上の高圧ガスを貯蔵しよ

うとするときは、第一種貯蔵所設置許可申請書を提出すること。 

 

 ○提出書類 

  ①第一種貯蔵所設置許可申請書 

  ②委任状（必要な場合） 

  ③貯蔵計画書 

  ④貯蔵設備の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項 

  ⑤高圧ガス設備機器一覧表 

  ⑥配置図、基礎耐震設計データ、機器構造図、強度計算書等 

   

 ○注意事項 

  ・ 「第一種貯蔵所設置許可申請書」は一般高圧ガス保安規則適用の場合は「一

般」、液化石油ガス保安規則適用の場合は「液石」の項目を○で囲むこと。 

    なお、一般高圧ガス保安規則及び液化石油ガス保安規則の両方の貯蔵をする

場合には、両方に○をつけること。 

  ・ 「貯蔵施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項」は一般高圧ガ

ス保安規則適用の場合、貯槽により貯蔵する場合は一般高圧ガス保安規則第 22

条、容器により貯蔵する場合は一般高圧ガス保安規則第 23 条、液化石油ガス

保安規則適用の場合、貯槽により貯蔵する場合は液化石油ガス保安規則第 23

条、容器により貯蔵する場合は液化石油ガス保安規則第 24 条の技術上の基準

について対応事項を記入すること。 

・ 防消火設備、除害設備等の保安設備に関しては、能力計算書を添付すること。 

・ 基礎の耐震設計は、原則として「高圧ガス設備等耐震設計基準」に従うこと。 

    ・ 以下の場合は貯蔵量を合算すること。 

   ① 設備（容器）が配管で接続されている場合 

   ② 容器以外の貯蔵設備と容器以外の貯蔵設備又は容器と容器以外の貯蔵設

備との距離が 30m以下の場合 

   ③ 容器と容器の間が 22.5m以下の場合 

   ④ 容器と容器の間に厚さ 12cm 以上の鉄筋コンクリート造りまたはこれと同

等の強度を有する構造の障壁により有効に両者が遮られ、かつ、容器破裂時

にはその圧力が解放されることを妨げない場合で、容器間の距離が 11.25m

以下の場合 

   ⑤ ④と同様の措置が講じられており、それぞれの容器置場の 面積が８m2 以

下の場合で、容器間の距離が 6.36m以下の場合 

 ・ 貯蔵設備の第二種設備距離及び容器置場の第二種置場距離は、原則事業所敷

地内で確保すること。 
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（法第 16条第１項関係） 

第一種貯蔵所設置許可申請書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×審 査 結 果       

×受理年月日   年  月  日 

×許 可 番 号       

名        称  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

貯 蔵 所 所 在 地               

貯 蔵 す る 高 圧 ガ ス の 種 類  

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                      殿 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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貯 蔵 計 画 書（記載例） 

 

１．貯蔵の目的 

   

  △△△△（用途）に消費するため、○○○○（ガス名）を貯蔵します。 

 

 

２．貯蔵の方法 

 

 （１） ○○○○をタンクローリーから貯槽に受入れて貯蔵します。受入れた○○

○○は蒸発器で気化させ、○○MPaに減圧後、使用場所に供給します。 

 （２） ○○○○を容器により貯蔵します。容器は集合配管により接続し、○○MPa

に減圧後、使用場所に供給します。 

 

 

３．貯蔵能力 

  

＜貯蔵能力の算定＞ 

（１）圧縮ガスの場合 

  Ｑ＝（10Ｐ＋１）×Ｖ  Ｐ： 35℃における最高充てん圧力（MPa） 

              Ｖ：内容積（m3） 

 

（２）液化ガスの場合 

  イ 貯蔵設備が貯槽の場合 

  Ｗ＝0.9×ω×Ｖ     ω：常用温度における比重（kg/L） 

   ＝（数値代入）     Ｖ：貯槽内容積（Ｌ） 

   ＝○○○○（kg） 

 

   ロ 貯蔵設備が容器の場合 

    Ｗ＝Ｖ2/Ｃ2       Ｖ2：容器内容積 

                Ｃ2：容器保安規則第 22条に定める数値 

 



75 

 

高圧ガス設備機器等一覧表 

（貯槽） 

機器番号 機器名称 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

主要寸法

（mm） 

（D×L,H） 

内容積 

（m3） 

材質 
計算必要肉厚 

（mm） 

使用肉厚 

（mm） 
圧力（MPa） 温度（℃） 耐震設計

の有無 
摘要 備考 

胴 鏡 胴 鏡 胴 鏡 設計 常用 設計 常用 

                   

                   

                   

 

 

（蒸発器等） 

機器番号 機器名称 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

内容積 

（m3） 

公称能力 

（kg/h） 

材質 
計算必要肉厚 

（mm） 

使用肉厚 

（mm） 
圧力（MPa） 温度（℃） 耐震設計

の有無 
摘要 備考 

胴 鏡 胴 鏡 胴 鏡 設計 常用 設計 常用 

                   

                   

                   

 

 

（配管） 

配管番号 
呼び径 

（Ａ・Ｂ） 
ガス名 

外径 

（mm） 

スケジュー

ル 

番号 
材質 

計算必要

肉厚 

（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 
管の許容引張

応力（N/mm2） 
溶接効率 

認定の 

有無 

耐震設計 

の有無 
備考 

設計 常用 設計 常用      

                 

                 

                 

 

 

＜摘要＞ 特：特定設備検査受検品      認：大臣認定品 

保：高圧ガス保安協会検査受検品  完：完成検査時検査 
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（一般弁類） 

弁番号 弁の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

呼び径 

（Ａ・Ｂ） 

材質 計算必要 

肉厚（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 
認定の有無 備考 

本体 弁体 設計 常用 設計 常用 

               

               

               

 

（緊急遮断弁、調整弁） 

弁番号 弁の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

呼び径 

（Ａ・Ｂ） 

材質 計算必要 

肉厚（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 
認定の有無 備考 

本体 弁体 設計 常用 設計 常用 

               

               

               

 

（安全弁、逃し弁、破裂板） 

弁番号 
安全弁等の 

種類 
メーカー名 

・型番・型式 
ガス名 

呼び径 

（Ａ・Ｂ） 

材質 計算必要 

肉厚（mm） 

使用肉厚 

（mm） 

圧力（MPa） 温度（℃） 設定圧力

（MPa） 

規定 

吹出量 

（kg/h） 

所要 

吹出量 

（kg/h） 

認定の

有無 
備考 

本体 弁体 設計 常用 設計 常用 

                  

                  

                  

 

（温度計） 

機器番号 温度計の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
測定範囲

（℃） 

常用温度

（℃） 
備考 

      

      

      

 

（圧力計） 

機器番号 圧力計の種類 
メーカー名 

・型番・型式 
測定範囲

（MPa） 

常用圧力

（MPa） 
備考 
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一般高圧ガス保安規則第 22条  

貯槽により貯蔵する場合の貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項 

条項 基準項目 対応事項 資料 

22 条 

(6 条第 1 項

第 1 号) 

境界線、警戒標 事業所の境界線を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

(6 条第 1 項

第 2 号) 
保安距離 貯蔵設備の外面から次の保安距離を確保します。 

貯蔵量        kg（m3） 

 第一種設備距離 第二種設備距離 

保安物件名   

法定距離 ｍ ｍ 

実際距離 ｍ ｍ 
 

保安距離図 

(6 条第 1 項

第 3 号) 

火気取扱施設 

流動防止措置 

（可） 

・貯蔵設備の外面から火気を取り扱う施設まで８ｍ以

上の距離を確保します。        （実際    

ｍ） 

・距離がとれないため、防火壁、障壁、二重扉又は可

燃性ガスが漏えいしたときに連動装置により直ちに当

該火気を消すことができる構造のものを設置します。 

保安距離図 

 

障壁等構造図 

(6 条第 1 項

第 5 号) 

貯槽間距離 

（可）（酸） 

 

・貯槽間距離は１ｍ又は最大直径の和の 1/4 のいずれ

か大きい方の距離以上を確保します。 

No.1（    ）タンク 直径      ｍ 

No.2（    ）タンク 直径           ｍ 

必要距離 （  ＋  ）/4＝     ｍ 

実際距離 ｍ 

・距離がとれないので、水噴霧装置、散水装置又は消火

栓を設置します。 

貯槽配置図 

 

 

 

散水能力計

算書 

(6 条第 1 項

第 6 号） 

可燃性ガス貯槽の識別措

置 

（可） 

ガス名を貯槽に朱書きします。  

(6 条第 1 項

第 7 号) 

液化ガス貯槽の流出防止

措置 

（可）（毒）（酸） 

 

（可）（酸）：1,000t 以上 

（毒）：5t 以上 

・貯槽には防液堤を設けます。 

【防液堤の概要】 

高さ 面積 容量 必要容量 

ｍ ｍ2 ｍ3 ｍ3 
 

防液堤構造図 

 

容量計算書 

(6 条第 1 項

第 8 号) 

防液堤の内外面における

設備等の設置制限 

（可）（毒）（酸） 

防液堤の内側及び外側から（  ）ｍ以内には、告示

で定めるもの以外設置しません。 
 

(6 条第 1 項

第 9 号) 

製造設備を設置する室の

滞留しない構造 

（可） 

貯蔵設備を設置する室は、ガスが漏えいしたときに滞

留しない構造とします。 

＜換気方法＞ ・自然換気：２方向 （  ）cm2/m2 

       ・強制換気：能  力 （  ）L/min 

室の構造図 

換気面積計算書 

換気装置能力書 

(6 条第 1 項

第 11 号) 
高圧ガス設備の耐圧性能 高圧ガス設備は常用圧力の 1.5 倍以上の圧力で行う耐

圧試験等を実施します。 
高圧ガス設

備機器一覧 

※ （可）可燃性ガス、（水）：水素、（毒）：毒性ガス、（酸）：酸素、（特）：特殊高圧ガス 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

(6 条第 1 項

第 12 号) 
高圧ガス設備の気密性

能 

高圧ガス設備は常用圧力以上の圧力で行う気密試験等

を実施します。 
高圧ガス設

備機器一覧 

(6 条第 1 項

第 13 号) 

高圧ガス設備の強度 高圧ガス設備は常用圧力又は常用温度において発生す

る最大の応力に対し、十分な強度を有するものを使用

します。 

強度計算書 

(6 条第 1 項

第 14 号) 

ガス設備に使用する材

料 

ガス設備に使用する材料は適切なものを使用し、告示

で定める材料は使用しません。 
高圧ガス設

備機器一覧 

(6 条第 1 項

第 15 号) 

高圧ガス設備の基礎 

（100m3又は１t 以上） 

高圧ガス設備の基礎は、不同沈下等により当該高圧ガ

ス設備に有害なひずみが生じないものとし、貯槽の支

柱又は底部は同一の基礎に緊結します。 

基礎設計 

計算書 

基礎図 

(6 条第 1 項

第 16 号) 

貯槽の沈下状況測定 貯槽には沈下状況を測定するための措置を講じ、告示

に定めるところにより沈下状況を測定し、沈下してい

たものにあっては適切な処置を講じます。 

 

(6 条第 1 項

第 17 号) 

塔・槽・配管類の耐震

設計構造 

高圧ガス設備は、地震の影響に対して安全な構造とし

ます。 
耐震設計 

計算書 

(6 条第 1 項

第 18 号) 

温度計 高圧ガス設備には適切な温度計を設け、常用の温度を

超えた場合に直ちに常用の温度範囲に戻すことができ

る措置を講じます。 

 

(6 条第 1 項

第 19 号) 

圧力計、安全装置 高圧ガス設備には圧力区分ごとに圧力計を設け、か

つ、適切な安全装置を設けます。 
安全弁の 

口径計算書 

(6 条第 1 項

第 20 号) 

安全弁の放出管 

 

（可）（毒）（酸） 

安全弁には放出管を設け、開口部の位置は次のとおり

とします。 

イ 可燃性ガス貯槽に設けた安全弁の放出管は、地盤

面から５ｍ以上又は貯槽頂部より２ｍ以上の高さで

あって、着火源等のない安全な位置に開口部を設け

ます。 

ロ 毒性ガスの高圧ガス設備に設けた安全弁の放出管

は、除害設備に接続します。 

ハ その他高圧ガス設備に設けた安全弁の放出管は、

近接する建築物等の高さ以上で着火源のない安全な

位置に設けます。 

 

(6 条第 1 項

第 21 号) 

負圧防止措置 

（可） 

可燃性ガス低温貯槽には、負圧防止のための圧力計、圧

力警報設備及び真空安全弁等を設けます。 
 

(6 条第 1 項

第 22 号) 

液面計 液化ガス貯槽には液面計を設けます。  

(6 条第 1 項

第 24 号) 

貯槽の配管に設けたバ

ルブ 

（可）（毒）（酸） 

貯槽には、緊急遮断弁のほか、２以上のバルブを設けま

す。バルブの一つは貯槽の直近に設け、ガスの送り出し

又は受入以外のときは閉止しておきます。 

 

(6 条第 1 項

第 25 号) 

貯槽の緊急遮断装置 

（可）（毒）（酸） 

（5,000L 以上） 

貯槽の受入れ配管には逆止弁、送り出し配管には緊急

遮断弁を設けます。 

緊急遮断装置の操作位置は、当該貯槽より５ｍ以上離

れた位置に設けます。           （実際   

ｍ） 

 

(6 条第 1 項

第 31 号) 

ガス漏えい検知警報設

備 

（可）（毒） 

貯蔵施設には、その周囲に適切なガス漏えい検知警報

設備を設置します。 
検知警報 

設備配置図 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

(6 条第 1 項

第 32 号) 

貯槽、支柱の温度上昇防

止措置 

（可）（毒）（その他） 

高圧ガス貯槽及び支柱には、散水による温度上昇防止

措置を講じます。 

実際散水量（    ）L/分・m2  

必要散水量（    ）L/分・m2 

散水能力 

計算書 

(6 条第 1 項

第 33 号) 

毒性ガスの識別措置・危

険標識 

（毒） 

毒性ガス貯蔵所には警戒標を掲示します。また、ポン

プ、バルブ等、毒性ガスが漏えいするおそれのある箇所

には「毒性ガス漏えい注意箇所」等の危険標識を掲示し

ます。 

 

(6 条第 1 項

第 35 号) 

毒性ガス配管等の接合 

（毒） 

毒性ガスのガス設備の配管、バルブ等の接合は溶接に

よるものとします。ただし、溶接による接合が不適当な

部分は、十分な強度を持ったフランジ又はねじ接合継

手による接合とします。 

 

(6 条第 1 項

第 36 号) 

毒性ガス配管の二重管 

（毒） 

ガス設備に係る配管は、ガスの性状、圧力、周辺の状況

に応じ、必要な箇所を二重管とします。 
 

(6 条第 1 項

第 37 号) 

除害措置、保護具 

（毒）（特） 

特殊高圧ガス及び毒性ガスの貯蔵所には、適切な除害

措置を講じます。 

 ①適切な拡散防止措置を講じます。 

  方法： 

 ②除害方法及び除害剤の保有量 

  イ．除害方法： 

  ロ．除害剤の保有量    

除害剤の種

類 

法定数量 保有数量 

   

   

 ③除害作業に必要な保護具 

保護具の種

類 

法定台数 保有台数 

   

   
 

除外設備 

配置図 

 

能力計算書 

(6 条第 1 項

第 38 号) 

静電気除去措置 

（可） 

可燃性ガス貯蔵設備には、静電気を除去する措置を講

じます。 
 

(6 条第 1 項

第 39 号) 

防消火設備 

（可）（酸） 

可燃性ガス及び酸素の貯蔵所には、防消火設備を設け

ます。 

 ①防火設備の概要 

防火設備の種

類 

保有水量 法定能力 実際能力 

    

    

 ②消火設備の概要 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

防消火設備

配置図 

 

散水能力 

計算書 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

(6 条第 1 項

第 40 号) 

通報設備 緊急時の事業所内連絡のため、通報設備を整えます。 

通報範囲 通報設備の種類 

イ.当該事業所の保安統
括者等が常駐する事務
所と現場事務所との間 

ロ.現場事務所相互間 

 

事業所内全体  

事務所相互間  

 

 

(6 条第 1 項

第 41 号) 

バルブ等の操作に係る

適切な措置 

イ バルブ等には当該バルブ等の開閉方向及び開閉状

態を明示します。 

ロ バルブ等に係る配管には、内部の流体の種類及び

流れ方向を表示します。 

ハ 保安上重要なバルブの内、通常使用しないバルブ

は施錠封印等の措置を講じます。 

ニ バルブ等の操作位置には、当該バルブ等を確実に

操作するため必要な足場を設けるとともに、必要な照

度を確保します。 
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一般高圧ガス保安規則第 23条 

容器により貯蔵する場合の貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項 

（一般高圧ガス保安規則第 23条第１号、第２号 容器が配管で接続された貯蔵所） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 保安距離 貯蔵設備の外面から次の保安距離を確保します。 

貯蔵量        kg（m3） 

 第一種設備距離 第二種設備距離 

保安物件名   

法定距離 ｍ ｍ 

実際距離 ｍ ｍ 
 

保安距離図 

(6 条第 1 項

第 42 号イ) 

容器置場の明示・警戒標 容器置場の境界を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

(6 条第 1 項

第 42 号ロ) 

容器置場の階層 

（可）（水）（酸） 

可燃性ガス及び酸素の容器置場は一階建とします。 

圧縮水素の容器置場は二階建以下とします。 
置場構造図 

(6 条第 1 項

第 42 号ホ) 

直射日光を遮る措置 容器置場には不燃性又は難燃性の軽量な屋根を設けま

す。 
置場構造図 

(6 条第 1 項

第 42 号ヘ) 

容器置場の滞留防止措

置 

（可） 

容器置場はガスが漏えいしたときに滞留しない構造と

します。 
換気面積計算書 

置場構造図 

(6 条第 1 項

第 42 号ト) 

ジシラン、ホスフィン、

モノシランの容器置場 

（特） 

ジシラン、ホスフィン及びモノシランの容器置場には、

不燃性・難燃性の材料を使用します。 
置場構造図 

(6 条第 1 項

第 42 号チ) 

除害設備 

（毒）（特） 

毒性ガス及び特殊高圧ガスの容器置場には、適切な除

害措置を講じます。 

①除害方法及び除害剤の保有量 

 イ：除害方法 

 ロ：除害剤の保有量 

除害剤の種

類 

法定数量 保有数量 

   

   

②除害作業に必要な保護具 

保護具の種

類 

法定台数 保有台数 

   

   
 

除外装置の 

能力計算書 

(6 条第 1 項

第 42 号リ) 

二階建容器置場の構造 二階建の容器置場は容器置場に貯蔵するガスの種類に

応じて、経済産業大臣が定める構造とします。 
置場構造図 

(6 条第 1 項

第 42 号ヌ) 

消火設備 

（可）（酸） 

容器置場には消火設備を設置します。 

【消火設備の概要】 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

消火器 

配置図 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

２号 

(6 条第 1 項

第 11 号) 

高圧ガス配管の耐圧性

能 

高圧ガス配管は常用圧力の 1.5 倍以上の圧力で行う耐

圧試験等を実施します。 
高圧ガス設

備機器一覧 

(6 条第 1 項

第 12 号) 
高圧ガス配管の気密性

能 

高圧ガス配管は常用圧力以上の圧力で行う気密試験等

を実施します。 
高圧ガス設

備機器一覧 

(6 条第 1 項

第 13 号) 

高圧ガス配管の強度 高圧ガス配管は常用圧力又は常用温度において発生す

る最大の応力に対し、十分な強度を有するものを使用

します。 

強度計算書 
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（一般高圧ガス保安規則第 23条第３号 容器が配管で接続されていない貯蔵所） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

３号 

(6 条第 1 項

第 42 号イ) 

容器置場の明示・警戒

標 

容器置場の境界を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

(6 条第 1 項

第 42 号ロ) 

容器置場の階層 

（可）（水）（酸） 

可燃性ガス及び酸素の容器置場は一階建とします。 

圧縮水素の容器置場は二階建以下とします。 
保安距離図 

(6 条第 1 項

第 42 号ハ) 
置場距離 ・容器置場の外面から次のとおり置場距離を確保しま

す。 

 第一種置場距離 第二種置場距離 

置 場 面

積 

法定 実際 法定 実際 

m2 m m m m 

m2 m m m m 

保 安 物

件 

  

 

置場構造図 

 

(6 条第 1 項

第 42 号ニ) 
障壁 置場距離が確保できないため、容器置場に障壁を設けま

す。 

障壁は、厚さ 12cm 以上の鉄筋コンクリート造り又はこ

れと同等以上の強度を有する構造とします。 

障壁の構造図 

(6 条第 1 項

第 42 号ホ) 

直射日光を遮る措置 容器置場には不燃性又は難燃性の軽量な屋根を設けま

す。 
置場構造図 

(6 条第 1 項

第 42 号ヘ) 

容器置場の滞留防止

措置 

（可） 

容器置場はガスが漏えいしたときに滞留しない構造とし

ます。 
置場構造図 

換気面積計算書 

(6 条第 1 項

第 42 号ト) 

ジシラン、ホスフィ

ン、モノシランの容器

置場 

（特） 

ジシラン、ホスフィン及びモノシランの容器置場には、

不燃性・難燃性の材料を使用します。 
置場構造図 

(6 条第 1 項

第 42 号チ) 

除害設備 

（毒）（特） 

毒性ガス及び特殊高圧ガスの容器置場には、適切な除害

措置を講じます。 

①除害方法及び除害剤の保有量 

 イ：除害方法 

 ロ：除害剤の保有量 

除害剤の種類 法定数量 保有数量 

   

   

②除害作業に必要な保護具 

保護具の種類 法定台数 保有台数 

   

   
 

除外装置 

能力計算書 

 

除外設備等 

配置図 

(6 条第 1 項

第 42 号リ) 

二階建容器置場の構

造 

二階建の容器置場は容器置場に貯蔵するガスの種類に応

じて、経済産業大臣が定める構造とします。 
置場構造図 

(6 条第 1 項

第 42 号ヌ) 

消火設備 

（可）（酸） 

容器置場には消火設備を設置します。 

【消火設備の概要】 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

消火設備 

配置図 
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液化石油ガス保安規則第 23条  

貯槽により貯蔵する場合の貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項 

条項 基準項目 対応事項 資料 

23 条 

(6 条第 1 項

第 1 号) 

境界線、警戒標 事業所の境界線を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

(6 条第 1 項

第 2 号) 
保安距離 高圧ガス貯蔵設備から次の保安距離を確保します。 

貯蔵量        kg（m3） 

処理能力       Nm3/日 

 第一種設備距離 第二種設備距離 

保安物件名   

法定距離 ｍ ｍ 

実際距離 ｍ ｍ 
 

保安距離図 

(6 条第 1 項

第 3 号) 
設備距離短縮措置 設備距離が確保できないため、貯蔵設備については、地

盤面に埋設し、障壁及び散水装置を設置します。 
 

(6 条第 1 項

第 4 号) 
貯槽の埋設 第一種保安物件又は第二種保安物件が密集し、経済産業

大臣が指定するものにおいては、貯槽を地盤面下に埋設

します。 

貯槽埋設図 

(6 条第 1 項

第 5 号) 
埋設貯槽の構造 イ 貯槽は貯槽室に埋設し、かつ、当該貯槽室内に漏え

いしたガスの滞留を防止するための措置を講じます。 

ロ 貯槽の頂部は、0.6ｍ以上地盤面下にあります。 

ハ 貯槽を２以上隣接して設置するので、その相互間に

１ｍ以上の間隔を保ちます。 

貯槽埋設図 

(6 条第 1 項

第 6 号) 
埋設貯槽の腐食防止

措置 

地盤面下にその一部を埋設して設置する貯槽には、当該

貯槽の地盤面下にある部分の腐食を防止する措置を講じ

ます。 

貯槽埋設図 

(6 条第 1 項

第 7 号) 

火気取扱施設 

流動防止措置 

 

・貯槽の外面から火気を取り扱う施設まで８ｍ以上の距

離を確保します。          （実際    

ｍ） 

・距離がとれないため、防火壁、障壁、二重扉又は可燃

性ガスが漏えいしたときに連動装置により直ちに当該火

気を消すことができる構造のものを設置します。 

設備配置図 

 

障壁等構造図 

(6 条第 1 項

第 8 号) 

貯槽間距離 

 

 

・貯槽間距離は１ｍ又は最大直径の和の 1/4 のいずれか

大きい方の距離以上を確保します。 

No.1（    ）タンク 直径      ｍ 

No.2（    ）タンク 直径           ｍ 

必要距離 （  ＋  ）/4＝     ｍ 

実際距離 ｍ 

・距離がとれないので、水噴霧装置、散水装置又は消火

栓を設置します。 

貯槽配置図 

 

 

 

散水能力 

計算書 

(6 条第 1 項

第 9 号) 

貯槽の識別措置 貯槽には、その外部から見やすいように液化石油ガスの

貯槽であることを朱書きします。 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

(6 条第 1 項

第 10 号) 

液化ガス貯槽の流出

防止措置 

（1,000t 以上） 

・貯槽には防液堤を設けます。 

【防液堤の概要】 

高さ 面積 容量 必要容量 

ｍ ｍ2 ｍ3 ｍ3 
 

防液堤構造図 

容量計算書 

(6 条第 1 項

第 11 号) 

防液堤の内外面にお

ける設備等の設置制

限 

防液堤の内側及び外側から 10ｍ以内には、告示で定め

るもの以外設置しません。        （実際   

ｍ） 

設備配置図 

(6 条第 1 項

第 12 号) 

製造設備を設置する

室の滞留しない構造 

貯蔵設備を設置する室は、液化石油ガスが漏えいしたと

きに滞留しない構造とします。 

換気の方法 必要換気面積 実際換気面積 

自然換気の面積 m2 m2 

換気装置の能力 m3/min m3/min 
 

室の構造図 

換気面積計算書 

(6 条第 1 項

第 13 号) 

ガス設備の気密構造 ガス設備は気密な構造とします。  

(6 条第 1 項

第 14 号) 
ガス設備に使用する

材料 

ガス設備に使用する材料は適切なものを使用し、告示で

定める材料は使用しません。 
高圧ガス設

備機器一覧 

(6 条第 1 項

第 15 号) 

高圧ガス設備の基礎 

（100m3又は１t以上） 

高圧ガス設備の基礎は、不同沈下等により当該高圧ガス

設備に有害なひずみが生じないものとし、貯槽の支柱又

は底部は同一の基礎に緊結します。 

基礎設計計算書 

基礎図 

(6 条第 1 項

第 16 号) 

貯槽の沈下状況測定 貯槽には沈下状況を測定するための措置を講じ、告示に

定めるところにより沈下状況を測定し、沈下していたも

のにあっては適切な処置を講じます。 

 

(6 条第 1 項

第 17 号) 
高圧ガス設備の耐圧

性能 

高圧ガス設備は常用圧力の 1.5 倍以上の圧力で行う耐圧

試験等を実施します。 
高圧ガス設

備機器一覧 

(6 条第 1 項

第 18 号) 
高圧ガス設備の気密

性能 

高圧ガス設備は常用圧力以上の圧力で行う気密試験等を

実施します。 
高圧ガス設

備機器一覧 

(6 条第 1 項

第 19 号) 

高圧ガス設備の強度 高圧ガス設備は常用圧力又は常用温度において発生する

最大の応力に対し、十分な強度を有するものを使用しま

す。 

強度計算書 

(6 条第 1 項

第 20 号) 

貯槽・配管類の耐震

設計構造 

高圧ガス設備は、地震の影響に対して安全な構造としま

す。 
耐震設計計

算書 

(6 条第 1 項

第 21 号) 

圧力計、安全装置 高圧ガス設備には圧力区分ごとに圧力計を設け、かつ、

適切な安全装置を設けます。 
安全弁の口

径計算書 

(6 条第 1 項

第 22 号) 

安全弁の放出管 安全弁には放出管を設け、開口部の位置は次のとおりと

します。 

イ 貯槽に設けた安全弁の放出管は、地盤面から５ｍ以

上又は貯槽頂部より２ｍ以上の高さであって、着火源

等のない安全な位置に開口部を設けます。 

ロ その他高圧ガス設備に設けた安全弁の放出管は、近

接する建築物等の高さ以上で着火源のない安全な位置

に設けます。 

 

(6 条第 1 項

第 23 号) 

負圧防止措置 低温貯槽には、負圧防止のための圧力計、圧力警報設備

及び真空安全弁等を設けます。 
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条項 基準項目 対応事項 資料 

(6 条第 1 項

第 24 号) 

液面計 貯槽には液面計を設けます。  

(6 条第 1 項

第 25 号) 

貯槽の配管に設けた

バルブ 
貯槽には、緊急遮断弁のほか、２以上のバルブを設けま

す。バルブの一つは貯槽の直近に設け、ガスの送り出し

又は受入以外のときは閉止しておきます。 

 

(6 条第 1 項

第 26 号) 

貯槽の緊急遮断装置 

（内容積 5,000L 以

上） 

貯槽の受入れ配管には逆止弁、送り出し配管には緊急遮

断弁を設けます。 

緊急遮断装置の操作位置は、当該貯槽より５ｍ以上離れ

た位置に設けます。           （実際   

ｍ） 

保安設備配

置図 

(6 条第 1 項

第 28 号) 

貯槽、支柱の温度上昇

防止措置 

貯槽及び支柱は、耐熱性の構造にするか、貯槽等から５

ｍ以上離れた位置で操作できる有効な冷却装置を設けま

す。 

実際散水量（    ）L/分・m2  

必要散水量（    ）L/分・m2 

実際操作位置（    ）ｍ ≧ ５ｍ 

散水能力計

算書 

(6 条第 1 項

第 29 号) 

ガス漏えい検知警報

設備 

貯蔵所には、その周囲に適切なガス漏えい検知警報設備

を設置します。 
検知警報設

備配置図 

(6 条第 1 項

第 30 号) 

静電気除去措置 貯蔵設備には、静電気を除去する措置を講じます。  

(6 条第 1 項

第 31 号) 

防消火設備 貯蔵所には、防消火設備を設けます。 

 ①防火設備の概要 

防火設備の種

類 

保有水量 法定能力 実際能力 

    

    

 ②消火設備の概要 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

防消火設備

配置図 

 

能力計算書 

(6 条第 1 項

第 33 号) 

通報設備 緊急時の事業所内連絡のため、通報設備を整えます。 

通報範囲 通報設備の種類 

イ.当該事業所の保安統
括者等が常駐する事務
所と現場事務所との間 

ロ.現場事務所相互間 

 

事業所内全体  

事務所相互間  
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条項 基準項目 対応事項 資料 

(6 条第 1 項

第 34 号) 

バルブ等の操作に係

る適切な措置 

イ バルブ等には当該バルブ等の開閉方向及び開閉状態

を明示します。 

ロ バルブ等に係る配管には、内部の流体の種類及び流

れ方向を表示します。 

ハ 保安上重要なバルブの内、通常使用しないバルブは

施錠封印等の措置を講じます。 

ニ バルブ等の操作位置には、当該バルブ等を確実に操

作するため必要な足場を設けるとともに、必要な照度

を確保します。 

 

 

※バルク貯槽にあっては、第 24号から第 26号を除く。 
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液化石油ガス保安規則第 24条 

容器により貯蔵する場合の貯蔵所の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項 

（液化石油ガス保安規則第 24条第１号、第２号 容器による貯蔵所） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

１号 設備距離 貯蔵設備から次の設備距離を確保します。 

貯蔵量        kg（m3） 

処理能力       Nm3/日 

 第一種設備距離 第二種設備距離 

保安物件名   

法定距離 ｍ ｍ 

実際距離 ｍ ｍ 
 

保安距離図 

２号 障壁 設備距離が確保できないため、障壁を設けます。 

障壁は、厚さ 12cm 以上の鉄筋コンクリート造り又はこ

れと同等以上の強度を有する構造とします。 

保安距離図 

障壁の構造図 

 

（液化石油ガス保安規則第 24条第３号、４号 容器が配管で接続された貯蔵所） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

３号 

23 条 

(6 条第 1 項

第 35 号イ) 

容器置場の明示・

警戒標 

容器置場の境界を明示し、警戒標を掲げます。 置場構造図 

(6 条第 1 項

第 35 号ロ) 

容器置場の階層 容器置場は二階建以下とします。 置場構造図 

(6 条第 1 項

第 35 号ホ) 

直射日光を遮る措

置 

容器置場には不燃性又は難燃性の軽量な屋根を設けま

す。 
置場構造図 

(6 条第 1 項

第 35 号ヘ) 

容器置場の滞留防

止措置 

容器置場はガスが漏えいしたときに滞留しない構造とし

ます。 

換気の方法 必要換気面積 実際換気面積 

自然換気の面積 m2 m2 

換気装置の能力 m3/min m3/min 
 

置場構造図 

換気面積 

計算書 

(6 条第 1 項

第 35 号ト) 

二階建容器置場の

構造 

二階建の容器置場は容器置場に貯蔵するガスの種類に応

じて、経済産業大臣が定める構造とします。 
 

(6 条第 1 項

第 35 号チ) 

消火設備 容器置場には消火設備を設置します。 

【消火設備の概要】 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

 

４号 

(6 条第 1 項

第 17 号) 

高圧ガス配管の耐

圧性能 

高圧ガス配管は常用圧力の 1.5 倍以上の圧力で行う耐圧

試験等を実施します。 
高圧ガス設

備機器一覧 

(6 条第 1 項

第 18 号) 
高圧ガス配管の気

密性能 

高圧ガス配管は常用圧力以上の圧力で行う気密試験等を

実施します。 
高圧ガス設

備機器一覧 



89 

 

条項 基準項目 対応事項 資料 

 (6 条第 1

項第 19 号) 

高圧ガス設備の強

度 

高圧ガス設備は常用圧力又は常用温度において発生する

最大の応力に対し、十分な強度を有するものを使用しま

す。 

強度計算書 

 

（液化石油ガス保安規則第 24条第５号 容器が配管で接続されていない貯蔵所） 

条項 基準項目 対応事項 資料 

５号 

(6 条第 1 項

第 35 号イ) 

容器置場の明示・

警戒標 

容器置場の境界を明示し、警戒標を掲げます。 設備配置図 

(6 条第 1 項

第 35 号ロ) 

容器置場の階層 容器置場は二階建以下とします。 置場構造図 

(6 条第 1 項

第 35 号ハ) 
置場距離 容器置場の外面から次のとおり置場距離を確保します。 

 第一種置場距離 第二種置場距離 

置 場 面

積 

法定 実際 法定 実際 

m2 m m m m 

m2 m m m m 

保安物件   
 

保安距離図 

(6 条第 1 項

第 35 号ニ) 
障壁 置場距離が確保できないため、容器置場に障壁を設けま

す。 

障壁は、厚さ 12cm 以上の鉄筋コンクリート造り又はこ

れと同等以上の強度を有する構造とします。 

置場構造図 

障壁構造図 

(6 条第 1 項

第 35 号ホ) 

直射日光を遮る措

置 

容器置場には不燃性又は難燃性の軽量な屋根を設けま

す。 
置場構造図 

(6 条第 1 項

第 35 号ヘ) 

容器置場の滞留防

止措置 

容器置場はガスが漏えいしたときに滞留しない構造とし

ます。 

換気の方法 必要換気面積 実際換気面積 

自然換気の面積 m2 m2 

換気装置の能力 m3/min m3/min 
 

置場構造図 

換気面積計算書 

(6 条第 1 項

第 35 号ト) 

二階建容器置場の

構造 

二階建の容器置場は容器置場に貯蔵するガスの種類に応

じて、経済産業大臣が定める構造とします。 
置場構造図 

(6 条第 1 項

第 35 号チ) 

消火設備 容器置場には消火設備を設置します。 

【消火設備の概要】 

消火器の能力 法定設置数 実際設置数 

   
 

消火設備 

配置図 
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（２）完成検査申請（第 20条） 
 

貯蔵所設置許可又は変更許可を受けた第一種貯蔵所の所有者は、貯蔵所設置工事の完了後、

完成検査を受け、これに合格しなければ貯蔵所を使用することはできない。また、完成検査を

受ける場合は、完成検査申請書を事前に提出する。 

 

 

 ○提出書類 

  ①第一種貯蔵所完成検査申請書 

  ②完成図書※ 

   ・特定設備検査合格証（写し） 

   ・認定試験者試験等成績書（写し） 

   ・その他、機器の試験成績書（写し） 

   ・現地施工分の配管等の耐圧試験、気密試験、非破壊検査の成績書及び試験中の写真 

   ・基礎工事写真 

   ・その他 

  ※完成図書は、基本的には完成検査時に提出する。 

（完成検査後でも問題はないが、その場合は完成検査日が完成図書受領日以降となる

ことに留意が必要。） 

 

 

 ＜参考＞完成検査を要しない許可 

    貯蔵する高圧ガスのガスの通る部分の取替え又は設置位置の変更の工事であって、貯

蔵能力の変更が変更前の貯蔵能力の 20％以内の増減であるもの。（ただし、耐震設計構造

物に係る貯槽は除き、貯槽の取替えを伴うものにあっては、特定設備検査合格証又は特定

設備基準適合証の交付を受けているものに限る。） 
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（法第 20条第１項・第３項関係） 

第一種貯蔵所完成検査申請書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×検 査 結 果       

×受理年月日   年  月  日 

×許 可 番 号       

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

事 業 所 所 在 地  

許 可 年 月 日 及 び 許 可 番 号 
  年  月  日 

  第   号 

完 成 年 月 日 年  月  日 

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

［              ］  殿 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 

３  ［   ］内は該当する一機関名を記載すればよい。 
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（３）貯蔵所位置等変更許可申請（第 19条第１項） 

 

  第一種貯蔵所の位置、構造又は設備の変更の工事をしようとする場合は、第一種貯蔵所位置

等変更許可申請書を提出すること。 

  また、第一種貯蔵所の位置等の変更の工事完了後、完成検査を受けること。なお、完成検査

については、「（２）完成検査申請」を参照のこと。 

 

 

 ○提出書類 

  ①第一種貯蔵所位置等変更許可申請書 

  ②変更明細書 

  ③貯蔵設備の技術上の基準対応事項 

  ④高圧ガス設備機器一覧表 

  ⑤配置図、機器構造図、強度計算書等 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 「貯蔵設備の技術上の基準対応事項」については、原則として貯蔵所の変更により技術

上の基準に変更がある部分のみ、その対応事項を記載すること。 
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（法第 19条第１項関係） 

第 一 種 貯 蔵 所 位 置 等 

変 更 許 可 申 請 書 

一般 

液石 

×整 理 番 号       

×審 査 結 果       

×受理年月日   年  月  日 

×許 可 番 号       

名          称  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

貯 蔵 所 所 在 地               

変 更 の 種 類  

      年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                       殿 

 

  

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 

３  二以上の変更の許可申請を同時に行う場合には、「変更の種類」の欄に一括

申請である旨を記載すること。 
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変 更 明 細 書（記載例） 

 

 

１．変更の目的 

   

  ○○○○貯槽の配管の一部に腐食が認められるため、これを更新し、保安の確保を

図るものです。 

 

 

２．変更の内容 

 

  ○○○○貯槽～消費型蒸発器までの配管の一部を更新します。 

  （詳細は別図○を参照願います。） 

 

 

３．変更後の貯蔵能力 

 

   ○○○ kg（変更なし） 
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（４）第一種貯蔵所軽微変更届（第 19条第２項） 

 

第一種貯蔵所の位置、構造又は設備について軽微な変更の工事をした場合は、その完成後遅

滞なく、その旨を届け出なければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①第一種貯蔵所軽微変更届書 

  ②軽微変更明細書 

  ③認定試験者試験等成績書（写し） 

  ④変更部に係る図面等 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 軽微な変更の工事に該当する主な工事は以下のとおりである。 

   ① 貯蔵する高圧ガスが通る部分（貯槽を除く。）の取替え（一般高圧ガス保安規則第６

条第１項第 13 号及び液化石油ガス保安規則第６条第１項第 19 号に規定する製造する

ことが適切であると経済産業大臣が認める者が製造したもの又は保安上特段の支障が

ないものとして認められたものへの取替えに限る。）の工事であって、当該設備の貯蔵

能力の変更を伴わないもの。 

   ② 貯蔵する高圧ガスのガス（その原料となるガスを含み、高圧ガスを除く。）が通る部

分の変更の工事。 

   ③ 貯蔵する高圧ガスのガス（その原料となるガスを含む。）が通る部分以外の高圧ガス

の貯蔵所に係る設備の変更の工事。 

   ④ 貯蔵所の機能に支障を及ぼすおそれのない貯蔵設備の撤去の工事。 

  ・ 軽微な変更の工事の具体的な事例については、「第５章 高圧ガス保安法の概要」の「３．

貯蔵 （４）貯蔵所の軽微な変更」を参照のこと。 
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（法第 19条第２項関係） 

第一種貯蔵所軽微変更届書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

貯 蔵 所 所 在 地  

変 更 の 種 類  

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                            殿 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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軽微変更明細書（記載例） 

 

 

１．変更の目的 

  

  ○○○○貯蔵設備のバルブの一部を更新し、保安の確保を図るものです。 

 

 

２．変更の内容 

 

  ○○○○貯槽の液取り出しバルブの更新 
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（５）第一種貯蔵所廃止届（第 21条第４項） 

 

第一種貯蔵所の所有者又は占有者は、第一種貯蔵所の用途を廃止したときは、遅滞なく貯蔵

所廃止届書を提出しなければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①貯蔵所廃止届書 
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（法第 21条第４項関係） 

貯 蔵 所 廃 止 届 書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名                  称  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

貯 蔵 所 所 在 地               

貯 蔵 所 廃 止 年 月 日                 年  月  日 

貯 蔵 所 廃 止 の 理 由               

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                              殿 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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（６）第一種貯蔵所承継届（第 17条第２項） 

 

第一種貯蔵所の譲渡又は引渡しがあったときは、譲受人又は引渡しを受けた者は、遅滞なく

第一種貯蔵所承継届書を提出しなければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①第一種貯蔵所承継届書 

  ②相続又は合併を証する書面（合併契約書等） 
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（法第 17条第２項関係） 

第 一 種 貯 蔵 所 承 継 届 書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

承継された貯蔵所の所有者 

又 は 占 有 者 の 名 称           
 

承 継 さ れ た 貯 蔵 所 所 在 地  

承 継 後 の 名 称  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

 

富 山 県 知 事        

                               殿 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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２ 第二種貯蔵所に係る手続き 
 

容積が 300 m3以上の高圧ガスを貯蔵するとき（第一種貯蔵所を除く。）は、あらかじ

め知事に届け出なければならない。 

 

１．第一種ガス           300m3以上 3,000 m3未満 

  ２．第一種ガス以外のガス      300m3以上 1,000 m3未満 

  ３．第一種ガス及びそれ以外のガス    Ｎ m3以上 

                                        Ｎ＝1,000＋（２／３）・Ｍ 

Ｍ：第一種ガスの貯蔵量 

（０＜Ｍ＜3,000 m3） 

例）第一種ガス 250 m3、第一種ガス以外のガス 500 m3を貯蔵する事業所 

事業所の貯蔵能力は、250＋500＝750 m3であり、上記式より算定される値 

Ｎ＝1,000＋２／３×250＝1,166 m3より小さいので第二種貯蔵所に該当する。 
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（１）第二種貯蔵所設置届（第 17条の２） 
 

  容積 300m3 以上の高圧ガスを貯蔵しようとするときは、あらかじめ、第二種貯蔵所

設置届書を提出すること（第一種貯蔵所を除く）。 

 

 

 ○提出書類 

  ①第二種貯蔵所設置届書 

  ②委任状（必要な場合） 

  ③貯蔵計画書 

  ④貯蔵設備の技術上の基準の対応事項 

  ⑤高圧ガス設備機器一覧表 

  ⑥配置図、機器構造図、強度計算書等 

 

 

 ○注意事項 

  「貯蔵施設の位置、構造及び設備の技術上の基準の対応事項」は一般高圧ガス保安

規則適用の場合、貯槽により貯蔵する場合は一般高圧ガス保安規則第 22条、容器

により貯蔵する場合は一般高圧ガス保安規則第 23 条、液化石油ガス保安規則適

用の場合、貯槽により貯蔵する場合は液化石油ガス保安規則第 23条、容器により

貯蔵する場合は液化石油ガス保安規則第 24 条の技術上の基準について対応事項

を記入すること。 

・ 防消火設備、除害設備等の保安設備に関しては、能力計算書を添付すること。 

・ 基礎の耐震設計は、原則として「高圧ガス設備等耐震設計基準」に従うこと。 

    ・ 以下の場合は貯蔵量を合算すること。 

   ① 設備（容器）が配管で接続されている場合 

   ② 容器以外の貯蔵設備と容器以外の貯蔵設備又は容器と容器以外の貯蔵設備

との距離が 30m以下の場合 

   ③ 容器と容器の間が 22.5m以下の場合 

   ④ 容器と容器の間に厚さ 12cm 以上の鉄筋コンクリート造りまたはこれと同等

の強度を有する構造の障壁により有効に両者が遮られ、かつ、容器破裂時には

その圧力が解放されることを妨げない場合で、容器間の距離が 11.25m 以下の

場合 

   ⑤ ④と同様の措置が講じられており、それぞれの容器置場の 面積が８m2 以下

の場合で、容器間の距離が 6.36m以下の場合 

・ 貯蔵設備の第二種設備距離及び容器置場の第二種置場距離は、原則事業所敷地

内で確保すること。 
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（法第 17 条の２関係） 

第 二 種 貯 蔵 所 設 置 届 書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名        称  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

貯 蔵 所 所 在 地               

貯 蔵 す る 高 圧 ガ ス の 種 類  

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                              殿 

 

 

 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 
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貯 蔵 計 画 書（記載例） 

 

１．貯蔵の目的 

   

  △△△△（用途）に消費するため、○○○○（ガス名）を貯蔵します。 

 

 

２．貯蔵の方法 

 

 （１） ○○○○をタンクローリーから貯槽に受入れて貯蔵します。受入れた○○○

○は蒸発器で気化させ、○○MPaに減圧後、使用場所に供給します。 

 （２） ○○○○を容器により貯蔵します。容器は集合配管により接続し、○○MPaに

減圧後、使用場所に供給します。 

 

 

３．貯蔵能力 

  

＜貯蔵能力の算定＞ 

（１）圧縮ガスの場合 

  Ｑ＝（10Ｐ＋１）×Ｖ  Ｐ： 35℃における最高充てん圧力（MPa） 

              Ｖ：内容積（m3） 

 

（２）液化ガスの場合 

  イ 貯蔵設備が貯槽の場合 

  Ｗ＝0.9×ω×Ｖ     ω：常用温度における比重（kg/L） 

   ＝（数値代入）     Ｖ：貯槽内容積（Ｌ） 

   ＝○○○○（kg） 

 

   ロ 貯蔵設備が容器の場合 

    Ｗ＝Ｖ2/Ｃ2       Ｖ2：容器内容積 

                Ｃ2：容器保安規則第 22条に定める数値 
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（２）第二種貯蔵所位置等変更届（第 19条第４項） 

 

第二種貯蔵所の位置、構造又は設備の変更の工事をようとするときは、あらかじめ

届け出なければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①第二種貯蔵所位置等変更届書 

  ②変更明細書 

  ③貯蔵設備の技術上の基準の対応事項 

  ④高圧ガス設備機器一覧表 

  ⑤配置図、機器構造図、強度計算書等 

 

 

 ○注意事項 

  ・ 「貯蔵設備の技術上の基準対応事項」については、原則として貯蔵所の変更に

より技術上の基準に変更がある部分のみ、その対応事項を記載すること。 
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（法第 19条第４項関係） 

第二種貯蔵所位置等変更届書 
一般 

液石 

×整 理 番 号       

×受理年月日   年  月  日 

名                 称  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地               

貯 蔵 所 所 在 地  

変 更 の 種 類               

  

     年  月  日 

代表者 氏名             

 

富 山 県 知 事        

                           殿 

 

 備考 １ この用紙の大きさは、日本産業規格 A4 とすること。 

２ ×印の項は記載しないこと。 

３  二以上の変更の届出を同時に行う場合には、「変更の種類」の欄に一括届出

である旨を記載すること。 
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変 更 明 細 書（記載例） 

 

 

１．変更の目的 

   

  ○○○○貯槽の配管の一部に腐食が認められるため、これを更新し、保安の確保を

図るものです。 

 

 

２．変更の内容 

 

  ○○○○貯槽～消費型蒸発器までの配管の一部を更新します。 

  （詳細は別図○を参照願います。） 

 

 

３．変更後の貯蔵能力 

 

   ○○○ kg（変更なし）  
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（３）第二種貯蔵所廃止届書（第 21条第４項） 

 

第二種貯蔵所の所有者又は占有者は、第一種貯蔵所の用途を廃止したときは、遅滞

なく貯蔵所廃止届書を提出しなければならない。 

 

 

 ○提出書類 

  ①貯蔵所廃止届書 
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（４）第二種貯蔵所の承継 

 

第二種貯蔵所の譲渡又は引渡しがあったときは、譲受人又は引渡しを受けた者は、

事後、変更報告書を提出すること。 

 

 

 ○提出書類 

  ①変更報告書 

  ②相続又は合併を証する書面（合併契約書等） 
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変 更 報 告 書 

（高圧ガス保安法） 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

事 業 所 所 在 地  

許 可 ( 受 理 ) 年 月 日 

許 可 （ 受 理 ） 番 号 

  年  月  日 

  第   号 

変 更 の 内 容 

 

変 更 年 月 日   年  月  日 

 

  年  月  日 

氏 名                 

（法人にあっては、代表者の役職及び氏名） 

 

富 山 県 知 事        

                     殿 

 

 

（日本産業規格 A4） 
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変 更 の 内 容 
（第二種貯蔵所を承継した場合） 

 

 

○年○月○日届出の第二種貯蔵所（G7第○○○号）を承継したので、連絡します。 

 

○被承継者 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

 

 

○承継者 

名称（事業所の名称を含む。）  

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地  

 

 


